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また、地方の財政負担が軽減されることにもつながる。さらに、人口が中心市街地に回帰し、これが求心力となって地域

の経済活力が向上するという、好循環も期待できる。 

そこで、全国の中心市街地の商店街へのキャラバンを実施し、地域の方々と意見交換しつつ、以下の観点を踏まえた、

新たな中心市街地活性化政策をゼロベースから構築する。 

①まちの魅力を高めるために真に必要な知恵の掘り起こしや、まちづくり構想を事業として推進するために不可欠なタウ

ンマネージャー等の専門人材の確保・育成に重点を置く。 

②地域の個性や生活者のニーズにしっかりと立脚した、リスクが高く民間では実施が難しい、まちの魅力を発信する実証

的な取組を支援。 

 

○ⅰ）まちの魅力を高めるための知恵の掘り起こしや人材の確保・育成、ⅱ）まちの魅力を発信する実証的な取組 を支

援 

【中心市街地魅力発掘・創造支援事業】 

◇政府全体の取組方針である「中心市街地の活性化を図るための基本的な方針」の改訂や中心市街地活性化法の再検証等、

政策全体の見直しに着手。 

◎ 新たに「まちづくり商業企画室（仮称）」を設置し、まちづくりと一体となった中心市街地活性化の推進体制を強化。 
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日本再生戦略（平成 2012 年７月３１日閣議決定）の実

現や効率的かつ効果的な経済産業行政の執行のため、2013

年度の経済産業省の機構・定員を以下のとおり措置。 

 

定 員 

(1) 中小企業対策（新規定員 40 人） 

 消費税引き上げに伴う円滑な転嫁や下請代金支払遅延

等防止法の取締り強化に係る体制を強化。 

 

(2) 知的財産政策（新規定員 32 人） 

 特許審査の迅速化や特許制度等の国際化対応に係る体

制を強化。 

 

(3) エネルギー・環境政策（新規定員 19 人） 

 地熱資源や鉱物資源の確保及び再生可能エネルギーや

省エネルギーの促進に係る体制を強化。 

 

(4) 安全・安心の確保（新規定員 14 人） 

 製品安全確保や発電所に対する環境アセスメント実施

体制を強化。 

 

(5) 日本再生戦略の実現（新規定員 13 名） 

未来開拓型研究の実施や中心市街地活性化施策に係る

体制を強化。 

 

(6) 廃炉・汚染水対策（新規定員 9 人） 

東京電力福島第一原子力発電所の事故収束対応のため

の体制を整備。 

 

(7) 対外経済政策（新規定員 8 人） 

 日ＥＵ・ＥＰＡ交渉の加速化や東南アジアとの連携強化

に係る体制を強化。 

 

(8) メリハリをつけた定員再配置等 

（削減合計 ▲187 人） 

 業務の合理化、内閣官房への定員振替等により、組織の

大幅なスリム化を実施。 

 

����       （単位：人） 

2012 年度末 経済産業省定員 8,156 

2013 年度  定員合理化等による削減 ▲187 

 増員要求  ＋136    

 2013 年度末定員 8,105 

 

 

機 構 

(1)特許庁国際関係課の体制強化 

知的財産に関する国際協力業務の増加や、知財保護等に

関する制度及び実務面の調和を推進するため、特許庁総務

部国際課の１課体制から、国際政策課（主として主要国・

多国間の国際交渉等を担当）及び国際協力課（主として新

興国への知財協力等を担当）の２課体制に強化。 

 

(2)特許庁における意匠に関する審査体制基盤の強化 

今後、案件が増大すると見込まれる意匠に関する審査を

より的確に行っていくため、現在審査業務部に置かれてい

る意匠部門を、業務の親和性が高い特許審査部（特許・実

用新案権の審査を担当）に移管。これに伴い、審査業務部

と特許審査第一部の所掌事務を変更し、特許審査第一～ 

四部の名称を審査第一～四部に改称。 

 

(3)その他 

 通商政策局アジア大洋州課にインド・パキスタン等を担

当する「南西アジア室」、資エ庁資源・燃料部政策課に「地

熱資源開発官」を設置。 
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